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　横河電機は、1915年の創業以来「計測と制御と情報」の分野で、常に時代をリードする

最高の技術を提供することにより、豊かな人間社会の実現に向けて貢献してまいりました。 
 

　当社の将来への成長戦略である長期経営構想「VISION-21&ACTION-21」においても、

新技術開発への取り組みは重要なイニシアティブのひとつとして位置づけております。当社を

含む製造業にとっては、高いレベルの研究開発投資を絶え間なく継続し、未来を切り開く最新

で最高の技術を磨き、知的財産として確保し、活用することが、付加価値の高い製品や

ソリューションを提供するうえで、極めて重要であると考えるからです。 
 

　こうした考えのもと当社は、国内はもとより、当社の売上げの6割を超える海外市場についても

世界各地域で統一的なビジネスオペレーションを展開し、必要とする国々に知的財産権を取得

する活動を行なっております。グローバルビジネスの拠点として本年新社屋を竣工した

シンガポールでは、ソフトウェアを中心とした開発機能と、そこで創出される知的財産を出願し

権利化する機能を持たせています。さらに、国際標準化が必要な技術に関しては、より

グローバルに活用・展開ができる技術開発を知的財産の創出と共に進めております。 
 

　技術開発とそれに付随する知的財産は、現在のビジネスの安定した成長の基盤である

とともに、将来の企業価値を創造する源泉であると認識しております。この技術開発や知的

財産について、ステークホルダーの皆様とコミュニケーションを図ることによって、さらに自己の

変革・成長へと繋がっていくものと考えます。 
 

　2007年度の知的財産報告書をご高覧いただき、当社の研究開発や事業展開に連携した

知的財産及び国際標準化に向けた施策や活動、およびその事業との関連についてご理解

いただくとともに、合わせて、皆様からの忌憚のないご意見をいただきたく、お願い申し上げます。 

ごあいさつ 

代表取締役社長 
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インターネット、ワイヤレス通信を

始めとするネットワーク技術と高

信頼化技術を融合し、プラントや

工場などものづくりの現場のすみ

ずみにインテリジェンスを提供する

「ユビキタスを操る」専門分野。 

企業理念のひとつである「YOKOGAWAは計測と制御と情報をテーマに より豊かな人間社会の実現に貢献する」

に基づいて、YOKOGAWAは次の三つの事業展開の原則を定めて、絶え間のない研究開発を推進しています。 

1．産業界に先端マザーツールおよび先端技術基盤を提供する 
社会・産業の変化を機敏に捉え、産業界の発展に寄与することを目的として 

「ものづくり」分野に加え「社会インフラ」「生命科学」分野に貢献します。 

2．計測・制御・情報をコア技術とした事業展開を行なう 
当社の強みを生かした新たな事業展開を推し進めるとともに、コア技術の 

競争優位性の強化と外部連携による総合力強化に注力します。 

3．提供した製品、ソリューションの過去・現在・未来に責任を持つ 
信頼性、継承性、成長性を常に心掛け、製品を長期的かつ安定的に供給するため、 

長期戦略のもとで、必要十分な将来投資を継続的に実行します。 

企業としての将来を拓き、フロントランナーとして次世代を担うためには、戦略的技術の仕込みが必須です。YOKOGAWA

グループ共通の先進技術開発を担う技術開発本部では、より広い分野の産業界に最先端のマザーツールや技術基盤を提供

するために、専門分野を横断した技術テーマをキーテクノロジーとして定義しました。 

そして、3つのキーテクノロジーに投資と研究活動を集中させ「Leading Edge Technology」の実現を進めています。 

YOKOGAWAはいかなる経営環境においても、継続して高レベルの開発投資を行ってきました。品質と信頼性の両面から、

最高の製品とサービスを永続的に生み出し提供し続けています。全世界のYOKOGAWAグループが、最高の技術「Leading 

Edge Technology」をもって、お客様の視点で課題解決「Customer Centric Solutions」する「One Global YOKOGAWA」

を目指します。2020年のあるべき姿のために、さらに新しい需要創出のために、先進技術開発を続け、新規事業の立ち上げを

推進しています。 

フィールドユビキタス技術 

半導体デバイス、センサで培った

MEMS技術を核に、微小の世界に

挑み、マイクロリアクタや遺伝子

解析システムなどの新製品、新事業

の要素技術を確立し「微小を測る、

操る」専門分野。 

マイクロ技術 

化合物半導体、光計測で開拓し、

事業化を実現しているフロント

ランナー技術を核に、更なる光応用

の世界を広げ、次世代に向けた計測

分野のキーコンポ－ネントや光パケット

スイッチなどの事業拡大への貢献を

行う「光を測る、操る」専門分野。 

フォトニクス技術 
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YOKOGAWAグループの事業分野 1

YOKOGAWAグループは、制御・計測機器・新事業その他 

3つの事業分野で、最高の技術ソリューションを提供し続けます。 

制御事業分野 
　YOKOGAWAは石油・化学プラントなどの生産設備

の制御・運転監視を行う分散形生産制御システムを

世界に先駆けて開発。プラント内に配置される流量計・

圧力計・分析計などフィールド機器類や生産統合管理

システム、各種ソフトウエアなど、総合的なソリューション

を提供しています。 

 

計測機器事業分野 
　YOKOGAWAのルーツとも言えるこの分野では、

通信・測定器ビジネスと半導体テスタビジネスを展開

しています。通信・測定器ビジネスでは、波形測定器

や電力測定器、通信機器用測定器などを幅広くライン

アップし、最新のテクノロジーに対応した製品群で

研究・教育機関や製造業における、実験、評価、調整、

製品検査をサポートしています。 

　半導体テスタビジネスでは、メモリやLCDドライバ

用テスタを中心に、ロジック、ミックスドシグナルなど

すべてのカテゴリーのIC検査装置をカバーし、お客様

の幅広い要望に応えています。 

 

新事業その他分野 
　計測・制御に次ぐ新たな事業の柱を育てるため、独自

技術の開発・事業化を進めています。フォトニクス事業

では、化合物半導体による光通信用コアモジュールなど、

次世代通信インフラの鍵となる技術を開発し、製品化

を実現しました。ライフサイエンス分野では、細胞の

活動を生きたまま観察できる画期的な顕微鏡システム

の中核モジュール「共焦点スキャナ」を中心にビジネス

を展開、それを応用した創薬支援装置の開発も進めて

います。モータと位置測定の技術を生かした精密

位置決め技術は液晶製造装置などに使用されるXY

ステージに利用され、アドバンストステージ分野の中心

製品となっています。 

　その他にも、航空機のコックピットに搭載される液晶

表示装置や船舶用の航海計器などの分野でも先端

技術を生かした製品を提供しています。 

制御事業 

計測機器事業 
新事業 
その他 

YOKOGAWAグループ3つの事業分野 
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研究開発の規範 
　研究開発テーマを策定するとき、その方向付けと

妥当性を、企業理念と行動指針に基づく事業展開原則、

市場動向、および技術動向を踏まえて評価し、中長期的

にイノベーションを起し得るテーマを策定しています。 

 

研究開発体制の概要 
　研究開発機能と組織の役割を右図に示します。 

　技術開発本部は研究機能、共通開発機能、孵化機能

を担当し、コーポレート・マーケティング本部は孵化機能、

新規事業化機能を担当します。また、各事業部、関連

会社は、既存製品およびソリューションに関するビジネス

を拡充していくミッションを持ち、技術企画本部は全社

に共通化モジュールを提供するミッションを持っています。 

　技術開発本部はコーポレート研究所機能を有しており、

先に掲げた事業展開の原則をふまえ、専門分野を

横断する三つの技術テーマを定義して、幅広く産業

界に貢献できる先進技術の研究開発を行っています。

プラントや工場などものづくり現場へ情報通信技術を

提供するフィールドユビキタス技術、半導体で培った

微小の世界を活用する新事業に挑むマイクロ技術、

通信や計測など光応用の世界を広げるフォトニクス

技術がこれらに対応しています。 

　技術開発本部は将来のあるべき姿から必要となる

技術を研究開発する役目を担っており、その先進技術

の研究開発により孵化する新規事業のうち、既存の

事業領域を拡大するものは事業部が育成し、新規事業

領域のものはコーポレート・マーケティング本部が育成

します。 

研究開発に対する取り組み 2

産業界に先端マザーツール、先端技術基盤を提供し、 

豊かな人間社会に貢献できるよう、付加価値を創造します。 
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研究開発の機能と役割 

商品開発機能 中核技術 
● 計測技術 
● 制御技術 
● 情報技術 

新規事業 技術要素 先進技術 
● 電子デバイス技術 
● ネットワーク技術 

● マイクロ反応場 
● 集積型カートリッジ 
● フィールドユビキタス 
● フィールドワイヤリング 
● デジタルオペレーション 
● 高速通信 

孵化機能 

研究機能 共通開発 
機能 

コーポレート・マーケティング本部 

技術開発本部 

各事業部 
関連会社 
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YOKOGAWAの知的財産戦略は、 

研究開発戦略、事業戦略と連携した「三位一体」の取り組みが特徴です。 

5

3

知財立国日本とグローバル経営 
　知的財産をもとに、製品やサービスの高付加価値

化を進め、経済・社会の活性化を図る、知的財産立国の

実現が求められています。YOKOGAWAの知的財産

戦略は、知的財産を重要な資産として位置づけ、事業

戦略、研究開発戦略と連携した「三位一体」の取り

組みを特徴としています。 

　ビジネスの急速なグローバル化に対応して、欧米

やアジアの競業者との研究・開発競争は、今後ますます

激しくなっていきます。特許を中心とする知的財産は、

他社との競争優位を生み出す技術を保護する意味と、

新分野や新製品に関する他社の参入を阻止する意味

も持っています。一方、システム製品やサービスのように

他社製品との接続や通信における相互接続性が求め

られる場合には、YOKOGAWAの知的財産を公開

して国際標準化を推進していくことも重要な経営

戦略です。 

 

技術開発プロセスにおける知的財産の創出 
　YOKOGAWAでは、研究開発や商品開発のプロセス

を、社内標準を規定するデザインスタンダードとして

制定しており、そのなかで他社の知的財産の調査、

およびパテントクリアランス、そして競争優位のための

発明創出の特許出願を定めています。 

　2005年4月に職務発明制度を大幅に改定し、特許

の実施補償については、上限を撤廃した利益連動型

と固定型を組合せ、発明者に大きなインセンティブを

与える制度にしました。また、特許登録の有無に

関わらず、出願から3年以内の優秀発明を全社選考

会議で審査し、社長表彰することで発明者の名誉を

称えています。 

 

知的財産権ポリシー 
　YOKOGAWAの製品・サービスをお客様に継続的

にご提供するために、ブランドの維持やオリジナリティ

保護を目的に、不当な権利侵害については、毅然と

した対応を行います。 

　一方、相互接続性が求められる通信やソフトウェア

に関する知的財産については公開による技術の普及

を目指しています。また、当社の事業としては終結した

技術については、特許ライセンスによる知的財産の

有効活用も行っています。 

　技術契約（共同開発契約、共同出願契約、秘密保持

契約、ライセンス許諾契約等）については、法務部門と

連携して、将来を含めて当事者同士が納得しリスク

コントロールができるような契約締結を行っています。 

 

知的財産に関する啓蒙・教育 
　新入社員研修については、技術系、事務系を問わず

全員に知的財産の基礎について研修するコースを設け、

また技術者向け・管理者向けには知的財産の実務や

管理についての教育コースを設定して啓蒙活動を

推進しています。 

　YOKOGAWAの事業に共通の技術と位置付けられる

制御、計測、情報の各技術については、横断的活用を

目的にして全社の保有特許の中から注目特許について

発明者自身が発表を行う「知財戦略シンポジウム」を

開催し、また、グループ社員全員に対して知的財産の

話題に関する「知財ニュース」をイントラネット上で

発行し、知的財産を重視する経営風土の啓蒙・教育を

進めています。 

　そして、YOKOGAWAの知的財産活動について、

知的財産報告書（本書）を毎年発行し、ステークホルダー

の皆様へ情報公開するとともに、社内技術論文を掲載

した横河技報を年4回発行し、YOKOGAWAの

Leading Edge Technologyを紹介しています。 

 

知的財産と国際標準化 
　国際標準は、その標準が製品やサービスに直接影響

する事業戦略だけではなく、将来技術として投資を

行う研究開発戦略にとっても、その技術が市場で支持

されるか否かを決定付ける重要な意味をもっています。 

　しかし、知的財産と国際標準はその立場上相反する

ものと考えられがちで、しばしばその権利の許諾を

めぐって問題となります。 

　YOKOGAWAは、お客様の利便性と市場の活性化

のために、通信やソフトウェア等の相互運用性が求め

られる国際標準について重点的な活動を進め、必要

があれば当社の知的財産を公開する方針です。 

知的資産経営 
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YOKOGAWAが積極的に推進する 
国際標準化活動 
　YOKOGAWAでは、先端技術の研究開発で創造

された知的財産を活用すべく、現在または将来の事業

と直結する、下記の国際標準化活動テーマに主として

取り組んでいます。 

ユビキタス研究所の研究成果として、小型組込み機器が最適で
セキュアな通信を実現する鍵管理に関する仕組みが、インターネットの
標準であるRFC4430として採択されています。 

IETF
（インターネット技術標準委員会） 
IPネットワーク・プロトコルの標準化 

セクターメンバーであるYOKOGAWAは、セキュリティ、言語及び
電気通信ソフトウェアをテーマとするSG17に加え、SG13、SG15
など光通信関連の標準化活動にも参画しています 

ITU-T
（国際電気通信連合 電気通信標準化部門） 
通信関係の公的国際標準化 

工業用計測器・制御システムの国際標準化を行うIEC/TC65には、
生産制御システムCENTUM® CS3000R3の制御用ネットワークで
あるYOKOGAWAのVnet/IPが採択されています。 

IEC
（国際電気標準会議） 
電気関係の公的国際標準化 

関連装置／部材／デバイスメーカ及び関連団体からなるメンバー
の協業による標準化活動に参加し、半導体製造装置用生産パッケージ
などに本標準を採用しています。 

＊ここで使用されている会社名・団体名、商品名等は、それぞれの会社、
団体、商品等の登録商標または商標です。 

SEMI
（半導体製造装置材料協会） 
半導体製造装置や試験装置に関連する標準化 

ファシリティにおける設備情報ネットワークのオープンシステムに
関する通信の標準化を推進しています。この標準を用いた、設備制御
システムASTREATM（アストレア）FM1000を提供しています。 

LONMARK
（LONMARK協会） 
設備情報ネットワークの標準化 

各種フィールド機器のパラメータ設定、調整、自己診断などを行う
アプリケーションプログラムを、メーカに依存せず、パソコン上で
統一的に扱うための技術です。本仕様をサポートする統合機器管理
パッケージPRM®R3を提供しています。 

FDT Group
（フィールド機器ツールグループ） 
オープン仕様のデバイス管理 
インタフェース技術の標準化 

製造業オートメーションにおける通信インタフェース標準であり、
OPCに準拠したソフトウェアの製品化を進め、協会の中心メンバー
として、積極的に貢献しています。 

OPC Foundation
（OPC協会） 
プロセス制御・監視用の 
ソフトウェアインタフェースの標準化 

プロセス制御分野のフィールド機器とコントローラ間を接続する
デジタル通信の標準規格で、フィールドバスに対応した機器の製品化
など、協会の中心メンバーとして積極的に貢献しています。 

Fieldbus Foundation
（フィールドバス協会） 
プロセス通信のフィールド通信機器の標準化 

製造・制御システムにおけるバッチプロセス標準化に関するSP88、95、
セキュリティの標準化に関するSP99、オートメーション分野のワイヤレス
通信の標準化に関するSP100に主要メンバーとして参画しています。 

ISA
（米国計測協会） 
オートメーションに関する各種の標準化 

研究開発の成果から知的財産を活用した国際標準化へ 

国際標準化への取り組み 

研究開発戦略 知的財産戦略 
研究所 知的財産 

標準化戦略 

標準化 

● デジュール標準 
● デファクト標準 

IEC OPC
Foundation

IETF

ISA FDT
Group

Fieldbus
Foundation
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知的創造サイクルの推進役 
　グローバル市場での競争が激しくなるなか、知的

財産戦略はますます重要となっています。グローバル

市場での競争優位を実現するため、2004年からは

シンガポールにおいて制御事業分野のソフトウェア

開発を開始しました。これに呼応して知的財産・国際

標準化センターの分室を開設し、現場における知的

財産の教育から、発明の発掘、出願までの業務を行って

います。知的財産・国際標準化センターは、研究機能、

研究孵化機能、共通開発機能、商品開発機能と連携し、

「創造」、「保護」、「活用」の知的創造サイクルを実現

しています。 

 

関係組織との連携強化で知的財産戦略の推進 
　さらに、YOKOGAWAの技術開発活動を事業横断

で推進するために右図に示すように、各種の技術専門

委員会を設置しています。その中でも知的財産・国際

標準化センターが運営を行う委員会として、特許の

評価と実施補償金の決定を行う「特許評価委員会」、全社

の知財施策の検討や優秀発明表彰を決定する「知財権

委員会」、職場ごとに発明提案をサポートする「特許推進

委員会」、国際標準化に関連する全社のエキスパート

を集めた「国際標準化委員会」を設置し、積極的な活動

を展開しています。 

　社内の活動に加えて外部組織である知的財産協会

の委員会や研究会、日本電気計測器工業会の知的財産権

委員会や国際標準化推進委員会にも参画しています。 

知的財産に関する組織 

社内外の組織的アプローチによる 

知的財産の事業活用と国際標準化が、市場競争力を強化します。 

技術専門委員会 

知的創造サイクル 

技術開発 
本部 

IA 
事業部 

通信・ 
測定器 
事業部 

ATE 
事業部 

特 許 評 価 委 員 会  

知 財 権 委 員 会  

特 許 推 進 委 員 会  

国 際 標 準 化 委 員 会  

評価／権利化 活用／売却 

発明創出 投　資 

核となるアイデア 

知財価値 
最大化 
サイクル 

●ビジネスでの活用推進 
●ライセンスアウト推進 
●不要特許棚卸し 
 

●リーディングエッジ 
　テクノロジ開発への投資 
●ライセンスなどへの投資 

●知的価値評価 
●海外も含めた権利化推進 

●創造性・発明風土 
●差異化技術ある製品開発 
●知的財産価値の認識 

●先行マーケティング 
●他社権利尊重 
●特許調査・技術導入 
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5 事業における技術の市場優位性の状況 

知的財産の蓄積と、国際標準化の推進 
　YOKOGAWAの現在の主力事業である制御事業、

計測機器事業は、創業以来継続した技術開発を行って

きており、その結果として創出された発明を特許や

実用新案として権利化することで、他社の追随を許さ

ない特徴を有した製品やサービスをご提供しています。 

　例えば、プラントの状態を常に監視し、一定の条件

を逸脱すると確実にプラントを停止することで安全を

確保する安全計装システムProSafe®-RSは、I/O

モジュールの冗長化等の特許群を初め数多くの知的

財産を有しているとともに、国際安全規格である

IEC61508「電気／電子／プログラム可能電子安全

関連システムの機能的安全性」等への適合も備えて

おり、圧倒的な市場優位性を実現しています。 

　さらに海外市場においては、当社のビジネスに対

する取り組み姿勢を示すマーケティングキャンペーン

VigilantPlant®の効果により、これまで実績のなかった

お客様への参入が実現するなど、当社制御システムの

信頼性が高く評価され、認知度が向上しています。 

　このようにグローバルなビジネス展開のために

必須となる製品やサービスに関する特許や商標の

国際出願・登録による知的財産に加え、ワールドワイド

に構築されたシステムエンジニアリングを初めとする

人的、組織的な取組みや様々なノウハウ等も含めた

YOKOGAWAの知的資産を効果的に活用しています。 

 

継続的な成長のための新規事業創出 
　将来にわたる企業の成長を維持していくためには、

既存事業の強化に加えて、新規事業を創出・育成して

いくことが必要です。YOKOGAWAでは、20年以上

にわたる研究開発投資を行い、特許群と製造ノウハウ

を蓄積してきた化合物半導体の技術をベースとして、

今後の通信ネットワークの中心となる光通信ビジネス

のインキュベーション（孵化）を行ってまいりました。

これを、2006年4月にフォトニクス事業部として新設

して事業展開を開始し、光通信ネットワークのコア

モジュール群を販売しています。 

　また、研究開発の成果として、市村産業賞貢献賞

ならびに全国発明表彰特別賞を受賞した特許発明で

ある「共焦点顕微鏡」の技術を応用した共焦点スキャナ

の事業展開や創薬ビジネスの確立を目的に、ライフ

サイエンス事業部も2006年4月に事業活動をス

タートしました。 

 

将来に向けた新技術の探求 
　技術開発本部では、2020年に向けて既存事業へ

の先進技術開発と、新規事業のための研究開発を、

3つの専門分野「フィールドユビキタス技術」、「マイクロ

技術」そして「フォトニクス技術」に集中して、留まる

ことのない活動を行っています。これらの研究開発に

よって、次の世代の新製品や新規事業を、基盤となる

べき知的財産に裏付けられた新技術の探求を続けて、

継続的な企業価値の創造と向上を目指しています。 

既存事業はさらなる盤石化のために、 

新規事業は果敢な市場創出のために知的資産を活用しています。 
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　YOKOGAWAの国内・外国特許に関する年度別の

新規登録件数累計、保有特許件数、および2006年度

における全保有特許の事業分野内訳を、下図に示します。 

　ビジネスの拡大に応じて特許出願を推進しています。

ここ3年は特に海外ビジネスを考慮し、外国特許出願を

推進していますが、権利化までには一定期間を要する

ことから、登録特許累計に出現するまでには至って

いません。 

　一方、事業戦略を支えるという役割を果たせない

権利、今後の市場動向や技術動向などを考慮して一定

の役割を終えたと考えられる権利については権利期間

の満了を待たずに放棄し、特許費用の効率的な運用

をしています。従って、保有特許においては、特許の満了・

放棄件数が登録件数を上回る程度となり、前年度に

比べ保有特許件数が減少しています。 

知的財産に関するデータ 
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●40Gbps光パケットネットワークを、世界最速2ns

で動作する超高速光スイッチ素子で実現 

 光ネットワークの究極の形「光パケットネットワーク」

の実用化は2015年頃とされていましたが、

YOKOGAWAでは、光パケットネットワークのキー

デバイスである超高速光スイッチ素子の開発に成功。

このデバイスを核として、電気信号処理による動作

限界を打ち破る「究極の光通信技術」を、世界で初めて

実用レベルで動作させることに成功しました。 

 

●現在の光通信システムの課題 

　現在の光通信は、光による伝送と電気による処理が

前提となっているため、40Gbpsのような超高速通信

では、電子回路処理時間が通信速度のボトルネック

となります。大容量化・高速化を阻む主な課題は、

光/電気、電気/光変換技術、高速信号処理技術、規

模拡大にともなう消費電力の増大と言われています。 

●ソリューション：光によるパケット通信方式 

　YOKOGAWAの光パケットネットワークは光をひかり

のままスイッチします。 

　「光をひかりのまま」経路制御する場合の課題として、

スイッチングノード（図の光パケットスイッチ）においては、

光スイッチ、ラベル処理、ルーティングをどのように構成

するかという技術的課題とともに、イーサネットや

ファイバーチャネルなど既存ネットワークとのインター

フェースのために必要な、パケット生成・受信機能、

バーストCDR機能、ラベル生成機能などの技術的課題

があります。YOKOGAWAはこれらの課題に対し、

光メディアマネージャTMと名づけた装置を開発し、既存

プロトコルとのインターフェースを可能としました。

放送局内でのHDTV信号やデジタルシネマ映像制作

構内での配信における高速伝送や、大容量トラフィック

を扱う企業内LANやSAN（Storage Area Network）

への応用が考えられます。 

●自社開発の化合物半導体素子技術を活用 

　光パケットスイッチに使用されている光スイッチ素子

や光電子融合回路は、自社開発の化合物半導体素子

技術によるもので、光信号経路の切替え機能、光バッファ

機能、そして40Gbps光ラベル認識用に使用されて

います。これら基本素子は、組立て実装技術と光通信用

測定器で培った光ファイバモジュール化技術とを融合

し組み上げることで、信頼度、実装自由度の高い超高速

動作の光論理機能を実現しています。 

●超高速論理集積回路を搭載した光メディアマネージャTM 

　光メディアマネージャTMには、バーストCDRなど超

高速論理集積回路が搭載され、その電子回路の基本

増幅素子としても化合物半導体技術を使用しています。 

　YOKOGAWAが1983年から研究を進めてきた

化合物半導体は高い信頼性を有しています。例えば

動作させながら加温することによる加速試験にて実時間

で30,000時間以上を経過しており、これは通常の使用状

態に換算すると250年以上正常動作する水準です。

この技術と品質は、21世紀の社会インフラと言われる

公衆光通信にも展開可能で応用を進めています。 

「光をひかりのまま」経路制御する光パケットネットワークシステム ynetTM

光パケットスイッチ 光メディアマネージャTM

光スイッチの電子顕微鏡写真 モジュール 

特開2004-264631 

特開2005-25086 

特開2005-62495 

特開2006-113178 

特開2006-17789 

特開2007-124472

関連技術の特許 

光スイッチ 

光スイッチ 

光スイッチ 

光スイッチ 

可変光信号遅延器 

光信号サージ低減装置 

光デバイスに関する 
出願特許 発明の名称 

発明の名称 

特許第3781015 

特開2006-94559 

特開2007-67612 

特開2007-189446

光信号処理装置 

光信号処理装置、光論理回路 

中継器および光通信システム 

クロック再生装置 

光システムに関する特許 
および出願特許 

40Gbps 光パケットネットワークシステム ynetTM

光パケットネットワークシステム  ynet TM

光 光 

電気 

ルータ 

現在の光通信システム 

ルータ 

ルータ 
光 光 

光パケットスイッチ 

光パケットネットワーク 

光パケットスイッチ 

光のまま 
Bottle Neck!
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情報に基づき判断した将来に対する展望となっています。当社を取巻く事業環境

の変化、技術革新の進展、知的財産訴訟の動向などによっては、計画の見直しも考

えられます。したがって、将来に渡り、この知的財産報告書の記載内容を保証する

ものではありません。 
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